
 

意 見 書 
 
 

平成 21 年 8 月 12 日 
 
 

総務省 総合通信基盤局  
電気通信事業部 事業政策課 御中 
 
 

郵便番号 １６３－８０１９ 
（ふりがな） とうきょうとしんじゅくくにししんじゅく 

住   所 東京都新宿区西新宿三丁目１９番２号 
（ふりがな） ひがしにっぽんでんしんでんわかぶしきがいしゃ 

氏   名 東日本電信電話株式会社 
 え べ  つとむ 

 代表取締役社長 江部 努 

 

 

 

「電気通信事業分野における競争状況の評価２００８（案 ）」に関し、

別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・



 

1 

 

別紙 

 

章 頁 意 見 

Ⅰ 

 

22 頁 【総務省案】 

０９年３月末時点でのＮＴＴグループのシェアは、市内が７５．９％、県内市外が７３．６％、県外が７２．４％、国際が６５．

３％となっており、国内通話では７割超、国際通話では６割超をＮＴＴグループが占めている。また、ＨＨＩの推移を見ると、

各区分とも減少傾向にあるものの、依然高い水準にある。 

 

【意見】 

ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴコミュニケーションズは再編成以後、別会社として事業運営を行っており、競争評価にあ

たってはそれぞれ別個の事業者として取り扱うべきであると考えます。 

 

例えば県内市外通信におけるＮＴＴグループのシェアは７３．６％と表記されておりますが、ＮＴＴ東西の契約数シェアは

図表Ⅰ－２７のとおり５６．６％であり、実際よりも大きなシェアを有しているとの誤解を生じかねません。 

 

したがって、図表（Ⅰ－２６～２９）部分のみならず、本文中においても会社別の内訳を記載していただきたいと考えま

す。 
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章 頁 意 見 

Ⅰ 

 

25 頁 【総務省案】 

中継電話については、契約数における事業者シェアの他に、通信量（通信回数、通信時間）における事業者シェアを把

握することが可能である。そこで、市内通話、県内市外通話、県外通話に係る通信量におけるＮＴＴグループ（ＮＴＴ東西及

びＮＴＴコミュニケーションズ）のシェアの推移を、また国際通話に係る通信量におけるＫＤＤＩのシェアの推移を通信回数と

通信時間の別に見る。 

 

【意見】 

ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴコミュニケーションズは再編成以後、別会社として事業運営を行っており、競争評価にあ

たってはそれぞれ別個の事業者として取り扱うべきであると考えます。 

 

したがって、契約数と同様に、通信量においても会社別の内訳を記載していただきたいと考えます。 

 

例えば県内市外通信におけるＮＴＴグループの通信量シェアは本報告書案では６０．９％となっておりますが、ＮＴＴ東西

とＮＴＴコミュニケーションズを分計した場合、当社の分析によると、ＮＴＴ東西の通信量シェアは３７.４％と４割を切る状況に

なります。通話部分の競争状況を適切に把握するためには、ＮＴＴ東西とＮＴＴコミュニケーションズを分計したシェアの推

移を用いるべきであると考えます。 
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章 頁 意 見 

Ⅰ 

 

39 頁 【総務省案】 

また、競争事業者からは、ＮＴＴ東西が保有するＮＴＴ加入電話の顧客情報によって営業面等で競争事業者に対して優位

である可能性について指摘がある。このような状況を踏まえれば、固定電話市場における市場支配力のＦＴＴＨ市場等で

のレバレッジの有無等について、引き続き注視が必要である。 

 

【意見】 

当社はお客様情報の保護・秘密保持、目的外利用の禁止等について適切な措置を講じており、顧客情報の利用につい

て競争事業者に対して優位である事実はありません。 

 

他事業者の事実に基づかない意見のみを根拠として分析を行うことは客観性、中立性を欠くことから当該箇所は削除願

います。 

Ⅰ 

 

43 頁 【総務省案】 

他の領域とのセット提供の動向について今後とも注視すべきである。特に、ＮＴＴ東西の固定電話市場における市場支

配力の隣接市場へのレバレッジに関しては、固定電話の加入市場全体においてはＮＴＴ東西のシェアは減少傾向にあるも

のの、ＦＴＴＨとセットで提供される０ＡＢＪ－ＩＰ電話がその歯止めとなるとともに、逆にＦＴＴＨ市場におけるＮＴＴ東西のシェ

ア上昇に繋がっている可能性があると考えられる。 

 

【意見】 

ブロードバンド市場では、各事業者とも、０ＡＢＪ－ＩＰ電話サービスをインターネットアクセスサービスの付加サービスとし

て提供しており、「ひかり電話」を申込む場合に、「フレッツ 光」の加入が必要であるのは、例えばＫＤＤＩ殿の「ひかりｏｎｅ

電話サービス」を申込む場合に「ひかりｏｎｅネットサービス」への加入が必要であるのと同じです。 

したがって、ＦＴＴＨとセットで提供される０ＡＢＪ－ＩＰ電話が固定電話の加入市場における当社のシェア減少の歯止めに

なるとはいえないことから、当該箇所は削除願います。 
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章 頁 意 見 

Ⅰ 

 

43 頁 【総務省案】 

また、転居等に伴うＮＴＴ加入電話移転手続の際にＢフレッツサービスの営業活動が行われているとの指摘もある21。 こ

れらを踏まえれば、固定電話市場における市場支配力のブロードバンド市場等隣接市場へのレバレッジの有無について

は、今後も注視していく必要がある。 

 

【意見】 

注 21 における当社提出済み意見のとおり、当社は転居等に伴うＮＴＴ加入電話移転手続きの際について、顧客情報の適

切な取扱いや委託業務で知り得た情報の目的外利用の禁止について業務委託契約に規定する等の適切な措置を講じて

おり、顧客情報の利用について競争事業者に対して優位である事実はありません。 

 

なお、当社の１１６窓口におけるフレッツ光サービスの対応については、お客様の利便性確保の観点からお客様のご要

望・お問合せにお応えして実施しているものであり、公正競争を阻害しているとは考えておりません。 

 

したがって、他事業者の事実に基づかない意見を根拠として分析を行うことは客観性、中立性を欠くことから当該箇所は

削除願います。 
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章 頁 意 見 

Ⅲ 

 

23 頁 【総務省案】 

ＦＴＴＨサービスへの加入に際しては、固定電話料金の低廉化やＦＴＴＨサービスとの一括請求メリットをもたらす０ＡＢＪ－

ＩＰ電話とのセット提供が行われている。このセット提供は、固定電話市場でのシェア減少の歯止めとなるとともに、ＦＴＴＨ

市場におけるＮＴＴ東西のシェア上昇に繋がっている可能性がある。セット提供自体が直ちに競争上問題となるものではな

いが、設定された価格水準等の提供条件について引き続き注視すべきである。 

 

また、ＮＧＮに関しては、ＮＧＮサービス提供地域において新たに「ひかり電話」を申し込む場合に「フレッツ 光ネクスト」

の加入が必要とされており、こうした形でのセット提供が消費者の選択肢を狭める可能性にも留意が必要である。 

 

【意見】 

０ＡＢＪ－ＩＰ電話は、当社のみでなく、ＦＴＴＨサービスを提供する事業者の大半が提供しているものであり、当社による０

ＡＢＪ－ＩＰ電話の提供がＦＴＴＨサービスにおける当社のシェア上昇の要因であるとする分析は適切でないことから、当該

箇所は削除願います。むしろ、他事業者のＦＴＴＨサービスにおける０ＡＢＪ－ＩＰ電話の場合、自社又は自社グループ内の

携帯電話との間の無料通話が可能となっている点について、不当な内部相互補助がなされているかどうかについての検

証が必要であると考えます。 

 

また、ブロードバンド市場では、各事業者とも、０ＡＢＪ－ＩＰ電話サービスをインターネットアクセスサービスの付加サービ

スとして提供しており、「ひかり電話」を申込む場合に、「フレッツ 光ネクスト」の加入が必要であるのは、例えばＫＤＤＩ殿の

「ひかりｏｎｅ電話サービス」を申込む場合に「ひかりｏｎｅネットサービス」への加入が必要であるのと同じです。 

 

加えて、消費者は「ひかり電話」と「フレッツ 光ネクスト」の組み合わせ以外にも、他の競争事業者の０ＡＢＪ－ＩＰ電話とＦ

ＴＴＨサービス、ＣＡＴＶ電話とＣＡＴＶインターネット、０５０－ＩＰ電話とＡＤＳＬサービスの組み合わせなど幅広い選択が可能

となっており、消費者の選択肢を狭めることにはなっていないことから、「また、ＮＧＮに関しては、～中略～こうした形での

セット提供が消費者の選択肢を狭める可能性にも留意が必要である。」とする部分は削除願います。 
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章 頁 意 見 

Ⅲ 

 

23 頁 【総務省案】 

ＮＴＴ東西は、ＮＴＴ加入電話の顧客情報によって営業面等で競争事業者に対して優位となる可能性もある6。このように、

ＮＴＴ東西による固定電話市場からＦＴＴＨ市場へのレバレッジ等によって、ＦＴＴＨ市場で市場支配力を行使することへの懸

念がある。 
6ＮＴＴ加入電話の顧客情報によって営業面等で競争事業者に対して優位となる可能性について、「競争セーフガ

ード制度に基づく検証結果（２００８年度）の公表」（０９年２月２５日報道発表）においては、加入電話移転・転居の手

続の際のフレッツ光サービス営業の指摘や顧客情報のフレッツ光サービス営業への利用のおそれ（意見４８～５０）

について、活用業務の認可の条件や実施の際の措置に抵触するものでありＮＴＴ東西へのルールの周知・徹底、Ｎ

ＴＴ東西の運用等の注視を行うこととされている。  

  

【意見】 

当社はお客様情報の保護・秘密保持、目的外利用の禁止等について適切な措置を講じており、顧客情報の利用につい

て競争事業者に対して優位である事実はありません。 

「活用業務の認可の条件や実施の際の措置に抵触するものでありＮＴＴ東西へのルールの周知・徹底、ＮＴＴ東西の運用

等の注視を行うこととされている。」とありますが、具体的に活用業務の認可の条件や実施の際の措置に抵触しているとさ

れた事例はなかったにもかかわらず、本記述内容ではそのような事例があったものとの誤解を生じさせることから、「競争

セーフガード制度に基づく検証結果（２００８年度）」の引用については、原文の趣旨を損ねないよう、正確に記載願いま

す。 

 

（参考：「競争セーフガード制度に基づく検証結果（２００８年度）」における該当部分） 

１１６番への加入電話又はＩＮＳ６４の移転申込みを行う加入者に対し、当該加入者からの問い合わせが無い

にもかかわらず、活用業務であるフレッツ光サービスの営業活動を行うことは、累次の活用業務の実施に当た

り、ＮＴＴ東西が電気通信事業の公正な競争を確保するために講じることとした具体的措置の「営業面のファイ

アーウォール」等に抵触する。 

このため、１１６番への加入電話又はＩＮＳ６４の移転申込みを行う加入者に対し、当該加入者からの問い合

わせが無いにもかかわらず活用業務であるフレッツ光サービスの営業活動が行われることのないよう、ＮＴＴ東

西に対し、改めてその周知・徹底を図るよう要請し、その履行状況について総務省への報告を求めるとともに、

ＮＴＴ東西による当該措置の運用状況について引き続き注視していく。 
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章 頁 意 見 

Ⅲ 

 

38 頁 【総務省案】 

以下の判断要素等を総合的に勘案し、ソフトバンクＢＢは市場支配力を単独で行使し得る地位にはないと評価する。一

方で、ＮＴＴ東西は市場支配力を単独で行使し得る地位にあると評価する。現在の市場構造や事業者間の競争状況にお

いては、一定の競争ルールの存在なしには、ＮＴＴ東西が単独で価格その他各般の条件を左右し得る蓋然性が高い。した

がって、一定の競争ルールの存在がなければ、契約回線数シェア１位のソフトバンクＢＢであっても継続的なサービスの提

供が困難となる可能性がある。  

  

ａ）量的基準 

ＡＤＳＬ市場における０９年３月末時点の契約回線数シェアは、ソフトバンクが１位（３８．４％）である。しかしながら、２位

のＮＴＴ東西（３５．７％）とのシェア格差はわずかであり、０８年３月以降その差は安定的である。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

加入者回線のうち、ＡＤＳＬに用いられるメタル回線に占めるＮＴＴ東西のシェアは９９．８％（０８年３月末時点）を占め、Ｎ

ＴＴ東西が保有するメタル回線に係るネットワークにおける加入アクセス部分は独占的であるといえる。 

 

以上により、競争事業者によるＡＤＳＬのサービス提供は、ＮＴＴ東西の加入者回線の開放に依存する部分が大きく、ＮＴ

Ｔ東西は、当該設備の利用に対する各種手続等を通じて、競争事業者に影響を与えることが可能な立場にある。 

 

【意見】 

当社は徹底したオープン化を行っており、各種手続等を通じて競争事業者に影響を与えることが可能な立場になく、現

に競争事業者に影響を与えている事実もありませんので、当該箇所は削除願います。 

 

また、ブロードバンドサービス市場における競争状況の評価は卸売市場ではなく小売市場の分析に基づくべきものであ

り、契約回線数シェアが１位のソフトバンクＢＢ殿がＡＤＳＬの小売市場において市場支配力を有するかについて、客観的

な分析が必要であると考えます。 
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章 頁 意 見 

Ⅲ 

 

75 頁 【総務省案】 

ＦＴＴＨサービスへの加入に際しては、固定電話料金の低廉化やＦＴＴＨサービスとの一括請求メリットをもたらす０ＡＢＪ－

ＩＰ電話とのセット提供が行われている。セット提供自体は複数の事業者が行っているが、ＮＴＴ東西が高いシェアを有する

ＮＴＴ加入電話から０ＡＢＪ－ＩＰ電話へのマイグレーションが進展することにより、固定電話市場において存在しているＮＴＴ

東西の市場支配力が、ブロードバンド市場に対して与える可能性があることから、設定された価格水準等の提供条件の適

切性等について注視すべきである。 

 

また、ＮＧＮサービス提供地域において新たに「ひかり電話」を申し込む場合に「フレッツ 光ネクスト」の加入が必要とさ

れている。こうした形でのセット提供は、費用面でのメリット等が存在する可能性がある一方、消費者の選択肢を狭める可

能性にも留意が必要である。 

【意見】 

０ＡＢＪ－ＩＰ電話は、当社のみでなく、ＦＴＴＨサービスを提供する事業者の大半が提供しているものであり、当社による０

ＡＢＪ－ＩＰ電話の提供がＦＴＴＨサービスにおける当社のシェア上昇の要因であるとする分析は適切でないことから、当該

箇所は削除願います。むしろ、他事業者のＦＴＴＨサービスにおける０ＡＢＪ－ＩＰ電話の場合、自社又は自社グループ内の

携帯電話との間の無料通話が可能となっている点について、不当な内部相互補助がなされているかどうかについての検

証が必要であると考えます。 

 

また、ブロードバンド市場では、各事業者とも、０ＡＢＪ－ＩＰ電話サービスをインターネットアクセスサービスの付加サービ

スとして提供しており、「ひかり電話」を申込む場合に、「フレッツ 光ネクスト」の加入が必要であるのは、例えばＫＤＤＩ殿の

「ひかりｏｎｅ電話サービス」を申込む場合に「ひかりｏｎｅネットサービス」への加入が必要であるのと同じです。 

 

加えて、消費者は「ひかり電話」と「フレッツ 光ネクスト」の組み合わせ以外にも、他の競争事業者の０ＡＢＪ－ＩＰ電話とＦ

ＴＴＨサービス、ＣＡＴＶ電話とＣＡＴＶインターネット、０５０－ＩＰ電話とＡＤＳＬサービスの組み合わせなど幅広い選択が可能

となっており、消費者の選択肢を狭めることにはなっていないことから、「また、ＮＧＮサービス提供地域において～中略

～。こうした形でのセット提供は、費用面でのメリット等が存在する可能性がある一方、消費者の選択肢を狭める可能性に

も留意が必要である。」とする部分は削除願います。 
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章 頁 意 見 

Ⅲ 

 

75 頁 【総務省案】 

ＮＴＴ東西は、ＮＴＴ加入電話の顧客情報によって営業面等で競争事業者に対して優位となる可能性もある。このように、

ＮＴＴ東西による固定電話市場からＦＴＴＨ市場へのレバレッジ等によって、ＦＴＴＨ市場で市場支配力を行使することへの懸

念がある。 

 

【意見】 

当社はお客様情報の保護・秘密保持、目的外利用の禁止等について適切な措置を講じており、顧客情報の利用につい

て競争事業者に対して優位である事実はなく、「固定電話市場からＦＴＴＨ市場へのレバレッジ等によって、ＦＴＴＨ市場で市

場支配力を行使することへの懸念がある」との指摘は根拠がなく、客観性・中立性を欠いた不適切な記述であることから、

当該箇所は削除願います。 

Ⅳ 

 

1 頁 【総務省案】 

ＩＰ－ＶＰＮ、広域イーサネット、ＮＴＴ東西のメガデータネッツ等及びインターネットＶＰＮの各サービスをＷＡＮサービス1市

場として画定し、専用サービスについてはその独立性を考慮して、専用サービス市場を画定する。 

 

【意見】 

企業ユーザは専用線、ＩＰ－ＶＰＮ、広域イーサネット及びインターネットＶＰＮ等から個々のニーズにあったサービスを選

択して利用しており、これらのサービス間には需要の代替性、補完性があることから、専用サービスとＷＡＮサービスとは

一つの市場として画定する必要があると考えます。 

 

また、このことは、図表Ⅳ-１７（１９頁）、図表Ⅳ-１８（２０頁）のとおり、利用者が各サービスを選択する際に専用サービ

スを特段区別してないことからも明らかであると考えます。 
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章 頁 意 見 

Ⅳ 

 

28 頁 【総務省案】 

回線数の事業者別シェアの推移を見ると、ＮＴＴ東日本、西日本双方共にシェアは近年増加傾向にある。ＮＴＴ東西合わ

せて０８年３月末時点で９１．２％と依然高いシェアを占めており、ほぼ独占的な状況が続いている。 

 

【意見】 

当該シェアには競争事業者のＦＴＴＨサービスに用いられるＩＰルーティング網接続専用（いわゆる加入ダークファイバ）な

ど卸市場で取引されている接続専用回線が含まれており、小売市場における競争状況の評価に用いるのは適切ではあり

ません。 

 

また、接続専用回線を除く専用サービスにおけるＮＴＴ東西のシェアが、前年度の６８．２％と比して５６．３％と大幅に減

少したこと、専用サービスの回線数はここ数年で大きく減少しており市場が縮退していることを考慮すると、ＮＴＴ東西が市

場においてほぼ独占的な状況が続いているとまでは言えないと考えます。 

 

以上を踏まえて、以下のとおり修正願います。 

 

（修正案） 

専用サービス市場におけるＮＴＴ東西のシェアは０８年３月末時点で５６．３％（接続専用回線を除く）であり、減少傾向が

顕著である。また、専用サービスの回線数についても急激な減少傾向にあり、市場が縮退している。 
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章 頁 意 見 

Ⅴ 

 

22 頁 【総務省案】 

本評価においては、様々な通信サービスを組合せたバンドルサービス、その中でも特に重要な位置づけを占めると考え

られるＦＭＣ型サービスに関して整理を行った。 

バンドルサービスを構成する各要素の市場競争への影響については、料金水準及びそこに含まれる通信サービスの内

容が利用者のサービスの選択に与える影響が特に大きいことが分かった。特に固定インターネット接続及び移動体通信

が重要視されており、これらに関する多様な組合せがバンドル化された場合、利用者利便の向上に資する可能性がある。

とりわけ、ＦＴＴＨに関連するバンドルサービスは利用者の選択に大きな影響を及ぼすことが想定され、市場競争に与える

影響も大きい可能性がある。今後とも、ＦＴＴＨ市場に関しては市場環境の変化を考慮に入れつつ競争ルールの不断の点

検を行うべきである。 

 

【意見】 

固定通信事業と携帯通信事業を１社（グループ）で提供している事業者は、現に自社内や自社グループ内の固定電話

－携帯電話相互間の通話を無料にするといったＦＭＣ型バンドルサービス（ＫＤＤＩ殿：au まとめトーク、ソフトバンク殿：ホワ

イトコール 24）を提供しています。これらのサービスを提供するにあたって、携帯通信事業者は固定系の事業者の接続料

よりも非常に割高な接続料を設定している一方で、自社やグループ内の通話料を無料とするサービスを拡充しており、そ

の無料サービスの赤字を他事業者に適用する接続料によって補填するなど、公正な競争環境を阻害している懸念があり

ます。 

 

したがって、ＦＭＣ型バンドルサービスの分析においては、接続料の透明性が確保されていない中で、自社内や自社グ

ループ内の固定電話－携帯電話相互間の通話を無料にするといったサービスが、公正な競争を阻害していないかどうか

について検証することが必要であると考えます。 
 


